
 

 

 

2026年３月期 決算概要 

2026 年５月 12 日 

会 社 名  アニコム損害保険株式会社               
Ｕ Ｒ Ｌ   https://www.anicom-sompo.co.jp/                      
代  表  者 （役職名）代表取締役       （氏名）野田 真吾 
問合せ先責任者 （役職名）執行役員       （氏名）窪田 智信      ＴＥＬ( 03 ) 5348-3777     

 

（百万円未満切捨て） 

 
１．2026 年３月期の業績（2025 年４月１日～2026 年３月 31 日） 
(１)経営成績                                  （％表示は対前年増減率） 

 正味収入保険料 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％  百万円 ％ 百万円 ％ 

2026 年３月期 64,362 8.8 4,517 △12.9 3,021 △17.9 

2025 年３月期 59,129 8.5 5,183 27.4 3,680 28.5 

 

 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  円   銭  円 銭 

2026 年３月期 14,829 85 ― 

2025 年３月期 18,066 91 ― 

 
(２)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 
１株当たり 
純資産 

 百万円 
 

百万円 
 

％ 
         
         

円  銭 

2026 年３月期 63,584 23,386 36.8 114,785 51 

2025 年３月期 55,217 22,094 40.0 108,443 61 

 
 
２．注記事項 
 
(１)会計方針の変更、会計上の見積りの変更、修正再表示 
①  会計基準等の改正に伴う変更 ：無 
②  ①以外の変更 ：無 
③  会計上の見積りの変更 ：無 
④  修正再表示 ：無 

 
(２)発行済株式数（普通株式） 
①  期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026 年３月期 203,740 株 2025 年３月期 203,740 株 

②  期末自己株式数 2026 年３月期 - 株 2025 年３月期 - 株 

③  期中平均株式数 2026 年３月期 203,740 株 2025 年３月期 203,740 株 
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３．財務諸表 

(１) 貸借対照表 

                                      （単位：百万円） 

  
前事業年度  当事業年度 

(2025 年３月 31 日) (2026 年３月 31 日) 

資産の部   

現金及び預貯金 15,423 8,281 

有価証券 29,419 42,626 

貸付金 44 - 

有形固定資産 1,649 3,429 

無形固定資産 1,182 1,177 

その他資産 5,880 6,362 

繰延税金資産 1,672 1,716 

貸倒引当金 △54 △9 

資産の部合計 55,217 63,584 

負債の部    

保険契約準備金 26,774 29,080 

支払備金 3,532 4,116 

責任準備金 23,242 24,964 

その他負債 5,971 10,688 

賞与引当金 201 219 

特別法上の準備金 175 210 

価格変動準備金 175 210 

負債の部合計 33,123 40,198 

純資産の部   

株主資本 24,011 24,995 

  資本金 6,550 6,550 

  資本剰余金 3,664 3,664 

  利益剰余金 13,797 14,781 

評価・換算差額等 △1,916 △1,608 

  その他有価証券評価差額金 △1,916 △1,608 

純資産の部合計 22,094 23,386 

負債及び純資産の部合計 55,217 63,584 
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(２)損益計算書 

（単位：百万円） 

  

前事業年度 当事業年度 

(自 2024 年４月１日 (自 2025 年４月１日 

  至 2025 年３月 31 日)   至 2026 年３月 31 日) 

経常収益 60,805  66,133  

保険引受収益 59,129  64,362  

  （うち正味収入保険料) 59,129  64,362  

資産運用収益 1,589  1,625  

（うち利息及び配当金収入) 780  887  

 (うち有価証券売却益) 808  738  

その他経常収益 86  144  

経常費用 55,621  61,616  

保険引受費用 42,176  46,924  

(うち正味支払保険金) 33,345  37,213  

(うち損害調査費) 1,122  1,256  

(うち諸手数料及び集金費) 5,484  6,148  

(うち支払備金繰入額) 286  583  

(うち責任準備金繰入額) 1,937  1,721  

資産運用費用 263  27  

(うち有価証券売却損) 19  25  

(うち有価証券評価損) 243  2  

営業費及び一般管理費 13,134  14,580  

その他経常費用 46  83  

（うち支払利息） －  0  

経常利益 5,183  4,517  

特別利益 －  －  

特別損失 52  271  

税引前当期純利益 5,131  4,246  

法人税及び住民税 1,620  1,394  

法人税等調整額 △169  △169  

法人税等合計 1,450  1,224  

当期純利益 3,680  3,021  
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(３)株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

前事業年度(自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益 

剰余金 利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 6,550 3,664 3,664 1,226 9,908 11,134 21,349 

当期変動額        

 剰余金の配当    203 △1,222 △1,018 △1,018 

当期純利益     3,680 3,680 3,680 

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 

       

当期変動額合計 － － － 203 2,458 2,662 2,662 

当期末残高 6,550 3,664 3,664 1,430 12,367 13,797 24,011 

 

 

評価・換算 

差額等 
純資産 

合計 
その他 

有価証券 

評価差額等 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 
△ 1,248 △ 1,248 20,100 

当期変動額    

剰余金の配当   △1,018 

当期純利益   3,680 

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
△668 △668 △668 

当期変動額合計 △668 △668 1,994 

当期末残高 △1,916 △1,916 22,094 
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当事業年度(自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日) 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他利益 

剰余金 
利益 

剰余金 

合計 
繰越利益 

剰余金 

当期首残高 6,550 3,664 3,664 1,430 12,367 13,797 24,011 

当期変動額        

 剰余金の配当    407 △2,444 △2,037 △2,037 

当期純利益     3,021 3,021 3,021 

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 

       

当期変動額合計 － － － 407 576 984 984 

当期末残高 6,550 3,664 3,664 1,837 12,943 14,781 24,995 

 

 

評価・換算 

差額等 
純資産 

合計 
その他 

有価証券 

評価差額等 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 
△1,916 △1,916 22,094 

当期変動額    

剰余金の配当   △2,037 

当期純利益   3,021 

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額) 
308 308 308 

当期変動額合計 308 308 1,292 

当期末残高 △1,608 △1,608 23,386 
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(４)継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

(５)注記事項 

（貸借対照表の注記） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（１）満期保有目的の債券の評価は、移動平均法に基づく償却原価法（定額法）によっております。 

（２）その他有価証券（市場価格のない株式等以外）の評価は、時価法によっております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法によっております。 

（３）その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。 

２．有形固定資産（リース資産は除く）の減価償却は、定率法（ただし建物並びに2016年4月1日以後に取得した建物附

属設備及び構築物については定額法）によっております。 

３．自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。  

４．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっております。 

５．貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、過去の

一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率を、債権等の金額に乗じた額を計上しております。 

また、全ての債権については、資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た内部監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

６．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

７．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115 条の規定に基づき計上しておりま

す。 

８. 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによってお

ります。 

９． 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、諸手数料及び集金費、営業費及び一般管

理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5 年間で均等

償却を行っております。 

10. 当社はグループ通算制度を適用しております。 

11. 有形固定資産の減価償却累計額は、1,517百万円であります。 

12. 支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

(１)支払備金の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金(出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く) 4,116 百万円 

   同上にかかる出再支払備金 －百万円  

   差引（イ） 4,116 百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金(ロ)  －百万円 

   計（イ+ロ） 4,116 百万円 
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  (２)責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金(出再責任準備金控除前)  22,900 百万円 

   同上にかかる出再責任準備金 －百万円 

   差引（イ） 22,900 百万円 

   その他の責任準備金（ロ） 2,063 百万円 

   計(イ+ロ) 24,964 百万円 

13. 関係会社に対する金銭債権の総額は 379 百万円、金銭債務の総額は 3,930 百万円であります。 

14. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

15．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった 

主要な項目別の内訳 

 （単位：％） 

法定実効税率 28.9 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.6 

住民税均等割 0.5 

法人税還付 △0.4 

受取配当等永久に益金に算入されない項目 △0.4 

その他 △1.5 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.8 

16. 金融商品関係 

(１)金融商品の状況に関する事項 

①金融商品に対する取組方針 

当社は、主として損害保険業を行っており、資産の運用においては、運用資金の性格を考慮し、「安全性」「収

益性」「流動性」「公共性」を総合的に判断し、社会・公共の福祉に資するような資産運用を目指しております。 

運用手段は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等とし、年度資産運用計画に準拠した

資産運用を行っております。 

②金融商品の内容及びそのリスク 

当社の保有する金融商品は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等であり、下記のリス

クに晒されております。 

ⅰ市場関連リスク 

金利、為替、株式などの市場の変動に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。 

ⅱ信用リスク 

個別与信先の信用力の変化に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。 

ⅲ流動性リスク 

市場の混乱等により市場において取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくさ

れるリスクを指します。 

③金融商品に係るリスク管理体制 

当社におけるリスク管理体制については、資産運用部門（財務部）、事務管理部門（経理部）、リスク管理部門

（リスク管理部）を設置し、資産運用リスク管理規程に基づき、相互牽制機能が働く体制としております。 

ⅰ市場関連リスクの管理 

有価証券のうち株式・債券等については時価とリスク量を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

繰延税金資産    

責任準備金  597 百万円 

未払事業税  54 百万円 

賞与引当金繰入限度超過額  63 百万円 

減価償却限度超過額     25 百万円 

減損損失  45 百万円 

貸倒引当金  2 百万円 

支払備金  72 百万円 

フリーレント賃料  67 百万円 

その他有価証券評価差額金  654 百万円 

その他  134 百万円 

繰延税金資産小計  1,717          百万円 

評価性引当金  △1 百万円 

繰延税金資産合計  1,716 百万円 

繰延税金資産及び負債の純額  1,716 百万円 
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ⅱ信用リスクの管理 

有価証券の発行体の信用リスクについては、銘柄ごとの格付情報、時価等の把握を行うことで管理をしており

ます。また、政策投資目的で保有している有価証券については、取引先の市場環境や業績状況等を定期的にモ

ニタリングしております。 

リスク管理も含めた資産運用状況については、取締役会において月次で報告され、モニタリング結果の確認及

びリスク管理態勢の整備を行っております。 

ⅲ流動性リスクの管理 

流動性リスクには、最低限維持すべき資金を確保するとともに、流動性の高い資産の保有状況、資金繰りの状

況、個別金融商品の状況等を把握することにより、適切にリスクをコントロールしております。また、資金繰

りの状況に応じた「平常時」・「懸念時」・「危機時」の区分、及び区分に応じた対応を定め、資金繰りに影

響を与える緊急事態が発生した際に、迅速な対応を行うことができる体制を構築しております。 

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該

価額が異なることもあります。 

(２)金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

 有価証券    

満期保有目的の債券 5,100 4,799 △300 

その他有価証券(注) ２、３ 36,289 36,289 － 

資 産 計 41,389 41,089 △300 

(注)１ 「現金及び預貯金」、「未収金」は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、 

注記は省略しております。 

  ２ 投資信託の一部について、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時

価とみなしており、当該投資信託が含まれております。 

  ３ 市場価格のない株式等及び組合出資金は以下のとおりであり、「①有価証券」には含めておりません。 

市場価格のない株式等（*1） 860百万円 

組合出資金（*2） 375百万円 

合計 1,236百万円 

*１ 市場価格のない株式等は非上場株式であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第19号 2020年3月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

*２ 組合出資金は投資事業有限責任組合及び匿名組合であります。これらは時価算定会計基準適用指針

第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

(３)金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 9 - 

時価で貸借対照表に計上している金融商品 

 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

① 有価証券         

その他有価証券     

 株式 2,451 － － 2,451 

公社債     

 国債 － 6,876 － 6,876 

 地方債 － 2,986 － 2,986 

 社債 － 2,264 336 2,601 

その他（注） 20,095 403 － 20,498 

資 産 計 22,547 12,531 336 35,414 

（注）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時価とみなす投資信託について

は含めておりません。当該投資信託の貸借対照表計上額は 875 百万円であります。 

 

時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

 有価証券     

  満期保有目的の債券     

  公社債     

   地方債 － 2,340 － 2,340 

   社債 － 2,458 － 2,458 

資 産 計 － 4,799 － 4,799 

（注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

有価証券 

株式、上場投資信託は、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものとしてレベル１の時

価に分類しております。国債、地方債、社債については日本証券業協会が公表する公社債店頭売買参考

統計値に基づいて算定しており、レベル２の時価に分類しております。非上場投資信託については、委

託会社から提示された基準価額等によっており、レベル２の時価に分類しております。 

私募債は、第三者から入手した価格に基づき算出した価額を時価としており、入手した価格に使用さ

れたインプットが観察可能なインプットを用いている場合または観察できないインプットの影響が重要

でない場合については、レベル2の時価に分類しており、重要な観察できないインプットを用いている

場合については、レベル3の時価に分類することとしております。 

17. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

(１)賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、賃貸不動産を東京都（土地及び建物）、三重県および石川県（建物）において、所有しております。 

(２)賃貸等不動産の時価に関する事項 

 （単位：百万円） 

貸借対照表計上額(注1) 期末時価(注2) 

605 657 

(注) １ 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であります。 

２ 期末時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

18. 1 株当たりの純資産額は 114,785 円 51 銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期末純資産23,386百万円であり、純資産の部の合計額から控除する金額はありません。

また、普通株式の期末株式数は203,740.4株であります。 

19. 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。 

20. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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（損益計算書の注記） 

１．関係会社との取引による費用の総額は、1,560百万円であります。 

２．(１)正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

   収入保険料 64,362百万円 

   支払再保険料 －百万円 

   差引 64,362百万円 

 (２)正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。  

  支払保険金 37,213百万円 

    回収再保険金 －百万円 

  差引 37,213百万円 

 (３)諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

   支払諸手数料及び集金費 6,148百万円 

   出再保険手数料 －百万円 

   差引 6,148百万円 

  (４)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金繰入額(出再支払備金控除前、(ロ)に掲げる保険を除く)  583百万円 

   同上にかかる出再支払備金繰入額 －百万円 

   差引（イ） 583百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） －百万円 

   計(イ+ロ)  583百万円 

  (５)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金繰入額(出再責任準備金控除前) 1,553百万円 

   同上にかかる出再責任準備金繰入額 －百万円 

   差引(イ)  1,553百万円 

     その他の責任準備金繰入額(ロ) 167百万円  

     計(イ+ロ) 1,721百万円 

  (６)利息及び配当収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 38百万円 

貸付金利息 0百万円 

有価証券利息・配当金 805百万円 

不動産賃貸料 42百万円 

計 887 百万円 

３．１株当たりの当期純利益は14,829円85銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期純利益は3,021百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普

通株式の期中平均株式数は203,740.4株であります。 
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４．関連当事者との取引は次のとおりであります。 

(１)親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関  係 
取引内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親 

会 

社 

アニコム ホールディ

ングス株式会社 

（被所有） 

100% 

役員の兼務 

2 名 

経営指導 

資金の預り 

(*1) 
3,600 

関係会社

預り金 
3,600 

利息の支払 

(*1) 
0 未払金 0 

経営管理料 

(*2) 
1,754 未払金 - 

(注）取引金額は税込みで表示しております。    

取引条件及び取引条件の決定方針等 
(*1)資金の預りについては、市場金利を勘案して決定しております。 

(*2)当社が委託する経営指導及び業務委託内容等を勘案した上で、会社の事業規模等により決定しております。 

(２)兄弟会社等 

該当事項はありません。 

５．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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４．その他の情報 

(１)種目別保険料・保険金 

保険引受の実績は以下のとおりであります。 

①元受正味保険料（含む収入積立保険料）                 

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 2024 年４月１日 (自 2025 年４月１日 

至 2025 年３月 31 日) 至 2026 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険 59,104 100.0 8.5 64,302 100.0 8.8 

合 計 59,104 100.0 8.5 64,302 100.0 8.8 

（うち収入積立保険料） (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

 

②正味収入保険料                             

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 2024 年４月１日 (自 2025 年４月１日 

至 2025 年３月 31 日) 至 2026 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険 59,129 100.0 8.5 64,362 100.0 8.8 

合 計 59,129 100.0 8.5 64,362 100.0 8.8 

（うち収入積立保険料） (－) (－) (－) (－) (－) (－) 

 

③正味支払保険金                        

区分 

前事業年度 当事業年度 

(自 2024 年４月１日 (自 2025 年４月１日 

至 2025 年３月 31 日) 至 2026 年３月 31 日) 

金額 構成比 対前年増減 金額 構成比 対前年増減 

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） 

ペ ッ ト 保 険 33,345 100.0 9.3 37,213 100.0 11.6 

合 計 33,345 100.0 9.3 37,213 100.0 11.6 
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(２)有価証券関係  

①売買目的有価証券 

  該当事項はありません。 

 

②満期保有目的の債券 

種類 

前事業年度 

（2025 年３月 31 日現在） 

当事業年度 

（2026 年３月 31 日現在） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

公 社 債 － － － － － － 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

公 社 債 4,400 4,242 △157 5,100 4,799 △300 

合計 4,400 4,242 △157 5,100 4,799 △300 

 

③その他有価証券で時価のあるもの                       

種類 

前事業年度 

（2025 年３月 31 日現在） 

当事業年度 

（2026 年３月 31 日現在） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

公 社 債 － － － - - - 

株 式 1,314 955 359 1,786 1,396 390 

そ の 他 3,089 2,502 586 7,032 5,663 1,369 

小 計 4,404 3,458 946 8,819 7,059 1,759 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

公 社 債 4,516 4,700 △183 12,464 12,817 △352 

株 式 243 269 △25 664 686 △21 

そ の 他 14,664 18,098 △3,434 14,340 17,990 △3,649 

小 計 19,424 23,068 △3,643 27,470 31,493 △4,023 

合計 23,829 26,526 △2,697 36,289 38,553 △2,263 

（注）市場価格のない株式等（株式 860 百万円、組合出資金 375 百万円）は、上表に含めておりません。 

 


